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基本情報 地域連携・地域移行における都道府県の現状・課題

1.自治体の基本情報

面積 7,404 k㎡

人口 1,696,144 人

公立中学校数 173 校
（熊本市立中学校を含まない）

公立中学校生徒数 27,447 人

部活動数 910 部活

都道府県の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

都道府県の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

今年度の県内市町村の取組状
況については、右の表に示している
とおり、実証事業の実施、検討委
員会の設置、コーディネーターの配
置、アンケート調査の実施等の項
目において、前年度から取組を行
う市町村数が増えていることがわか
る。このように、市町村毎に取組の

内容は異なるが、地域移行の取
組は確実に進んでいると考える。

（１）県内市町村の現状について

中学校における部活動の地域移行に関する調査【令和６年８月版】

中学校における部活動の地域移行に関する調査【令和６年８月版】

（２）県内市町村の抱える課題について 県内市町村の抱える課題については、
市町村への調査やヒアリングより、様々な
課題があることが明らかになっている。
令和６年度の調査では、左表にあるよ
うに、「指導者の確保」の課題が最多であ
り、これは、令和５年度の調査でも同様
の結果であった。
さらに、「指導者の確保」につづき、「財
政的な支援の在り方」、「会費等の取扱
い」という順になっている。
また、「まだ十分に検討できていない」と
回答した市町村の数が４３市町村で
あったが、これは令和５年度の調査から
約９割減少していることから、多くの市町
村が地域移行の取組を進めていることが
わかる。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（都道府県における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会
・県総括コーディネーターの配置
・推進協議会の設置・運営
・熊本県地域クラブサポーターバンクの設置・運営
・市町村への指導・助言
・関係団体への情報発信
・指導者研修会・コーディネーター等研修会の開催
・大学・企業への協力依頼

令和６年４月
熊本県地域クラブサポーターバ
ンクの周知（教職員向け）

令和６年５月 県政ラジオ番組での広報

令和６年６月
第１回コーディネーター及び担
当者等研修会の開催、県政テ
レビ番組での広報

令和６年８月
市町村ヒアリングの実施、県内
大学への協力依頼

令和６年９月
指導者研修会（知識研修）
の開催

令和６年１０月
第２回コーディネーター及び担
当者等研修会の開催

令和６年１１月
指導者研修会（実技研修）
の開催

令和７年１月
熊本県中学校部活動の地域
移行検討委員会の開催

令和７年２月 地域移行シンポジウムの開催
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取組内容

2.実証内容と成果

①県教育委員会内に県総括

コーディネーターを配置し、市町

村との連絡調整を行う。

②県推進協議会を開催し、県

の方向性や課題の解決に向け

た取組に関しての協議を行う。

③県内市町村への調査及びヒ

アリングを実施し、各市町村の取

組に関する進捗状況や課題を

把握するとともに、各市町村への

助言や情報提供を行う。

①総括コーディネーターの配置

市町村とのスムーズな連携を図ることができた。特に、契約や

委託経費決算に係る業務では、市町村からの提出物を丁寧

に確認し、修正等が必要な場合は助言を行った。

②県推進協議会の開催

市町村の抱える課題の解決に向けた協議を行なうだけでなく、

令和８年度以降の次期改革期間に向けた検討内容について

も意見交換することができた。

③調査及び市町村ヒアリングの実施

県内全市町村に調査を行ない、取組状況や課題を把握す

ることができた。また、ヒアリングでは、各市町村の担当者と直接

意見交換をすることができた。県からは先進地域の情報提供を

行なうとともに各市町村の実情にあった助言を行った。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

ヒアリングでの提供資料

コーディネーターの具体的な動きの実績

実証事業の実施に係る契約や実績報告に関する資料の確認、修正

等の手続きを市町村と連携しながら進めた。また、調査やヒアリングの内

容をまとめる等、県内の状況を整理する役割を果たした。さらに、推進協

議会の資料作成や開催における委員への連絡や謝金・旅費の申請を行

う等、協議会を円滑に開催するための役割を担った。

検討委員会の設置やコーディネーターを配置する市町村が増加しており、

今後も取組を進める市町村のニーズに合った研修会等の実施や情報提供

が必要となる。また、令和７年度に開催する県推進協議会では、早期に

令和８年度以降の県の方向性について検討し、方向性を示すことで、市

町村の今後の計画に混乱が生じないようにしたい。
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2.実証内容と成果

①熊本県地域クラブサポーターバン

クの運営（登録の受付、登録情

報の整理、登録者への連絡、市町

村への情報提供）

②大学・企業等への協力依頼

③地域スポーツサポーター研修会の

実施（知識研修３回、実技研修

３回）

多くの市町村が課題としてる「指導者の確保」の解決に向け、「熊本

県地域クラブサポーターバンク」についての説明や登録依頼を県内の大

学、企業、銀行、郵便局等へ行ったことにより、バンクへの登録者が１

９０名（令和７年２月現在）となった。

また、登録者の「指導可能な市町村」に関しては、右表のとおり、県

内全市町村を網羅しており、市町村とのニーズが合えば、マッチングで

きる状況にある。

今後は、登録者を増やす取組とともに、マッチング率を上げるための

取組についても考える必要がある。

１９０名（R7.２月末）

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

人材バンクの人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

グラフ等データ
※出典も要記載

20代 １９名

30代 ２２名
40代 ６６名

50代 ４４名
60代以上 ３９名

人材バンクの年齢構成

主な種目

陸上競技：３６名

軟式野球：２０名

サッカー：１５名

バレーボール：１３名

柔道：１２名

バスケットボール：１２名

ソフトテニス：１１名

種目

指導者資格の有無

については、登録の条

件としていないが、個

人が所有している資格

については記入欄を設

けている。また、登録

者には県の開催する

指導者研修会を周知

し、参加を促している。

資格有無登録者属性

〇男女比

男性：１６４名

女性：２６名

〇指導者カテゴリー

（第一希望の人数）

メイン：１１８名

補助：５９名

サポーター：７名

事務担当：６名
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取組内容

2.実証内容と成果

〇知識研修（講師による講義形式の研修）

第１回 令和６年９月７日（土） 参加者 ３６人

講師 帝京大学福岡医療技術学部 教授 日野 邦彦 氏

「スポーツ活動でのケガとコンディショニング～ケガ予防のトレーニングとサポート～」

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

指導者研修の内容及び参加実績

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

参加者からは概ね高評価をいただいた。さらに参加者を増やすことが課

題ある。周知方法、開催方法や開催時間を検討していきたい。

受講者の声

・中学生年代に起きやすいケガについて、具体的な事例を出して説明し

ていただいたので、大変わかりやすかった。（第１回知識研修）

・土日に指導を行っているので、平日の夜の時間帯にオンラインでの開催

は大変ありがたい。（第２回知識研修）

・現在は指導を行っていないので、実際に、講師が子供たちへ指導する

様子を見れたことは大変参考になった。（第２回実技研修）

第２回 令和６年１１月１４日（木） オンライン参加者 ８９人

講師 明治大学政治経済学部 専任教授 高峰 修 氏

「ハラスメントゼロのスポーツ指導を目指して～安心・安全なスポーツ環境づくり～」

第３回 令和６年１２月２１日（土）参加者 ２５人

講師 心理カウンセラー 吉田 繁敬 氏

「スポーツ指導におけるコミュニケーション～求められるスポーツコーチング～」

指導者研修の内容及び参加実績

〇実技研修（講師の指導を見学し、見学後に意見交換を行う研修）

第１回 令和６年１０月３１日（木） 参加者 １３人

講師 アクティブチャイルドプログラム講師 青島 早希 氏

「子どもたちを夢中にさせる運動指導の工夫と実践～アクティブチャイルドプログラム～」

第２回 令和６年１１月２５日（月） 参加者 ２７人

講師 アクティブチャイルドプログラム講師 齋藤 久允 氏

「子どもたちを夢中にさせる運動指導の工夫と実践～アクティブチャイルドプログラム～」

第３回 心理カウンセラー 吉田 繁敬 氏

令和６年１２月２１日（土） 参加者 ２９人

「子どもたちを夢中にさせる運動の工夫と実践～コミュニケーションスキルver.～」

第１回知識研修の様子 第３回知識研修の様子 第１回実技研修の様子
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取組内容

2.実証内容と成果

・県内大学への訪問や市町村及び

スポーツ関係団体の会議へ参加し、

地域移行に関する取組や課題につ

いて説明するとともに、指導者バンク

への登録等の協力を依頼した。

・県内関係団体関係者を委員とす

る推進協議会の開催し、課題解決

に向けた各団体との連携について、

多角的な意見交換を行った。

・市町村ヒアリングの実施

・各競技団体への説明の実施

PTA、大学生、競技団体関係者等に対し

ては、地域移行に関する情報が十分に伝

わっていないことが課題である。

引き続き、各関係団体の会議や研修会等

に参加し、地域移行に関する説明や指導者

バンクへの登録依頼を行っていく必要がある。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

〇協議内容

・指導者の確保について

・持続可能なクラブ運営に向けた費用負担の

在り方について

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

推進協議会では、本県の先進地域である玉名市の事

例を紹介し、費用負担の在り方について協議を行った。

熊本県中学校部活動の推進協議会

市町村ヒアリング

〇実施期間

令和６年８月～１０月

〇対象市町村

熊本市を除く県内全市町村（４４市町村）

〇実施方法

教育事務所毎、対象市町村が参集し実施

・県の担当者が大学訪問及び市町村やスポーツ関係団体の
会議に参加することで、国や県の方向性、県内市町村の取組
状況を広く周知することができた。

・熊本県中学校部活動の推進協議会では、県内の取組状況
を説明し、特に各市町村が課題としている「指導者の確保」の
解決に向けた協議を行った。協議の中では、保護者への周知
についての意見が出され、今後、PTA団体を通じて、地域移
行の情報提供や県が設置している指導者バンクへの登録等を
各学校の保護者へ周知・依頼していくこととなった。

・市町村ヒアリングでは、担当者との意見交換だけでなく、県内
の取組状況や好事例を紹介した。取組状況は地域の実情に
よって異なるが、担当者と直接、意見交換をする機会を設けた
ことで、市町村だけで課題解決を図るのではなく、県と市町村
が連携して取組を進めるという意識付けにつながった。

大学訪問、市町村及びスポーツ関係団体会議への参加

大学訪問：７大学

市町村、団体会議：４町、１団体
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 エ：面的・広域的な取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項 シンポジウムの内容

今後の課題と対応方針取組の成果

鈴木様による講演
・シンポジウムの計画を作成する際
には、以下の２点に留意した。
①国の動向および県内市町村に
おける取組についての理解を深める
ものであること。
②有識者の講演やパネルディスカッ
ションの内容は、子供たちがスポー
ツに継続して親しむことのできる環
境整備の在り方について考える機
会となるものであること。

パネルディスカッションの様子

参加者の所属

参加者の満足度

第１部 「国の動向」
スポーツ庁地域スポーツ課
第２部 「実践報告」
県体育保健課、南関町、大津町
第３部 「講演」
講師
鈴木大地氏（初代スポーツ庁長官）

第４部 「パネルディスカッション」
テーマ

「中学校部活動地域移行の展望と課題」

パネリスト
大学教授（ハラスメントの有識者）、
県内先進地のコーディネーター、本

県出身パラアスリート、県内総合型
地域スポーツクラブ理事長

広く県民への周知をすることを目的としていたため、市町村行政関係者、
学校関係者、ＰＴＡ関係団体、総合型地域スポーツクラブ関係者、指導
者バンク登録者等への周知だけでなく、ポスターやインスタグラム、情報誌へ

の掲載を行う等、様々なツールを活用し、一般の方への広報を行った。結
果としては、様々な所属から２００名を超える参加があり、広く県民へ周
知するという目的は達成できたと考える。また、参加者の満足度については、
「大変満足」、「満足」と答えた参加者の割合が70.4%となっていることから
も、多くの方のニーズを満たす内容であったと考える。

参加者のアンケートをからは、「様々な視点からの意見が聞けてよかっ
た」、「先進地域の取組を理解することができた」との感想が多く見られた。
特に、パネルディスカッションについての感想が多く、今後も地域移行に関
わる様々な立場の方の意見を広く発信する機会を提供する必要があると
感じた。また、パネルディスカッションに関しては、高評価だけではなく、「時
間が短かった」という意見も多く見られた。次回はパネルディスカッションに十
分な時間を取り、会場からの質問にパネリストが答える時間を取る等、会
場全体でテーマについてしっかりと考えることのできるようなものにしたい。

・広く県民に対して、中学校部活
動の地域移行の取組を周知するこ
とを目的としてシンポジウムを開催し
た。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組の成果 今後の課題と対応方針

参加人数 ８４人 属性
市町村担当者、市町村コーディーネーター、
教育事務所指導主事・社会教育主事

具体的な内容
①県からの説明（国及び県の方向性について、県の取組について、市町
村の取組紹介、全国先進地の情報提供）
②情報交換会（教育事務所管内毎）

参加者の声
・県内の取組状況がわかり、自分たちの町での取組を進めるヒントになった。
・情報交換の場があったことは有意義であった。今後も近隣市町村とは定
期的に情報交換し、連携についても検討していきたいと考える。

参加者へのアンケート調査の結果では、「今後の取組に活かせそうですか」

の問いに対し、「活かせそう」及び「どちらかといえば活かせそう」と回答した方

の割合が第１回、第２回ともに９０％以上であり、研修の内容については、

参加者のニーズを満たすものであったと考える。また、市町村間の情報交換

会が好評であり、近隣市町村の情報を得るだけでなく、共通する課題に対

し、連携を図りるきっかけにもなったと考える。

取組事項

第１回

第２回

参加人数 ８６人 属性
市町村担当者、市町村コーディーネーター、
教育事務所指導主事・社会教育主事

具体的な内容
①県からの情報提供
②講話 スポーツ庁地域スポーツクラブアドバイザー 石川 智雄 氏
（新潟県長岡市教育委員会学校教育課部活動地域移行室 課長）

参加者の声
・本町でもスポーツ協会との連携を検討していることもあり、参考になった。
・地域移行は、中学校だけではなく、地域全体で取り組む必要があること
を改めて感じた。

第１回の様子

（情報交換会）

第２回の様子

（石川様の講話）

各市町村のコーディネーター（総括コーディネーター含む）及

び担当者等に、国及び県の取組の方向性や取組内容、先進

地域の事例について情報提供するとともに、担当者間での情

報交換を目的としたコーディネーター等研修会を年２回開催し

た。（６月、１０月）

第１回の研修会では、県の取組説明に対し、市町村から多くの質問が出

た。その後、県ではQ＆Aを作成し、共通理解が図ったが、市町村が取組を

進める上で疑問に思っていること等を集約する場がもっと必要であると考える。

今後も研修会だけでなく、アンケート調査、ヒアリングで市町村の声を聴き、

課題の解決に向けた取組を市町村と連携しながら行うことで、県全体の取

組を進めていきたいと考える。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果

●成果の評価●総括

今後も市町村のニーズに合った研修会等の実施や情報提供、コーディネーター配置支援を

行いながら、市町村との連携を図っていくことで、県内全体の取組を進めたい。

また、指導者の確保・質の保障の課題には、各関係団体との連携強化を図り、サポーター

バンクの登録者数を増やすとともに、今年度よりも内容や開催方法を工夫した研修会を実施

することで課題の解決を図りたい。

さらに、県立中学校における地域移行を進めるために、県立中学校の現状を調査した上で、

ワークショップやスポーツ体験会を通して、生徒のニーズを把握しながら、検討委員会の中で

県立中学校における地域移行の在り方を検討していく予定である。

●今後に向けて

県総括コーディネーターを配置したことにより、密な市町村と

連絡調整が可能になり、地域移行の取組を進める上で必要

な県と市町村との関係構築を図ることができた。また、調査や

ヒアリングで収集した情報を整理する作業においても、総括

コーディネーターが大きな役割を担った。

本県の課題の一つである指導者の確保に向けては、大学、

企業、銀行、郵便局、教職員等に指導者バンクのことを周

知し、登録者の数が190人にまで増加したが、さらに増やして

いくためには、PTA関係団体等との連携を図り、保護者への

周知を強化していく必要がある。

指導者の質の保障に関する取組では、知識研修３回、実

技研修３回と複数の研修の機会を提供することができた。

内容についても、ハラスメントの防止をはじめとする子供たちを

指導する上で必要な知識と技能であり、指導者の質の保障

に寄与したと考えるが、さらに受講者を増やすためには、オンラ

インやアーカイブ等を含めた研修方法、開催曜日や時間帯に

ついての検討が必要である。

さらに、シンポジウムの開催は、参加者が多かったことだけで

なく、メディアにも取り上げられたことにより、広く県民に地域移

行の目的や課題、地域移行後の目指す姿等、地域移行の

取組について周知するという開催目的を果たすものになった。

令和５年度と令和６年度の県内市町村の取組状況を比較してみると、検討委員会等を

設置した市町村数は、２３市町村から４１市町村、推進計画を策定した市町村数は５市

町村から１５市町村、コーディネーターを配置した市町村数は１１市町村から１８市町村、

地域クラブを設置した市町村数は８市町村から１６市町村となっており、県内市町村の取組

については、着実に進んでいると考えられる。

また、このように取組が進んだ要因としては、県が市町村を対象に行ったヒアリングや研修会に

より、地域移行を推進する意識が高まったことが考えられる。

次に、指導者に関する取組の成果であるが、熊本県地域クラブサポーターバンクの登録者数

は、４５人から１９０人まで増えているが、まだ十分な人数が集まっているとは言えない。指導

者研修会への参加者数についても、２３０人から２１９人となっており、指導者研修会の開

催方法や内容については引き続き、検討が必要である。
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2.実証内容と成果

【熊本県教育広報誌「ばとん・ぱす」への記事掲載】

参考資料

【シンポジウムチラシ】

アンケート結果・広報資料
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス（案）

2.実証内容と成果

●ステークホルダー

県立中学校（３校）、県立中学校の所在する自治体（３市）

PTA、総合型地域スポーツクラブ、スポーツ協会

●経過

令和７年度より、県立中学校における地域移行の推進を図るとともに、生徒

のニーズに合ったスポーツ環境の整備を行う。

●令和７年度の実施内容

・３校の中で、すでに地域移行が進んでいる地域では、県立中学校の生徒のク
ラブへの参加について自治体と協議を行う。また、進んでいない地域では、地域の
中学校及び県立中学校部活動の地域移行の受皿となるクラブの設置等につい
て、自治体や総合型地域スポーツクラブ等の関係団体と協議を行う。

・県立中学校３校にそれぞれ検討委員会を設置し、PTAや学校関係者、地域
の方等、様々な立場の関係者から意見をいただきながら、地域移行の在り方に
ついての検討を行う。

・学校の部活動にはない種目、仲間と楽しみながらできる活動等、多様なスポー
ツが体験できる機会を提供し、生徒にスポーツの楽しさを実感してもらうとともに、
地域移行に向けた生徒の活動に関するニーズを把握する。

・部活動に対する生徒の意識を改革し、生徒にとってより良い地域移行とするた
め、生徒が部活動の課題、やってみたい活動、自分たちが部活動を運営していく
ために必要なこと等、主体的に未来の部活動について考える機会を提供する。

令和７年

実態調査の実
施、分析

生徒、保護者へ
の説明

令和８年 令和９年以降

検討委員会設
置、ワークショッ
プ・スポーツ体験
会の実施

学校現場との
調整

地域クラブ活動
の開始

地域クラブ活動
の拡大
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

工程表や図など
※時系列がわかるもの



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

熊本県 八代市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

熊本県八代市

0965-33-6133

学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

令和６年度の市内中学校の部活動は、運動

部が１５種目（９６部）、文化部が５種目

（１２部）あり、部活動加入率は約５４．

１％である。夏の中学校体育連盟総合体育大

会後の新チームにおいて、運動部と文化部ともに、

部員数の減少により単独でチームを編成すること

が困難な状況になってきている。

本市においては、中学校部活動整備事業とし

て、令和３年に中学校部活動改革検討委員

会を立ち上げ、令和６年１２月までに計６回

の会議を開催してきた。本市の今後の方向性と

して、「現在の中学校部活動を発展的に地域ク

ラブ活動への移行を進めていく」、「市全体として

部活動を再編していくため、拠点校部活動及び

合同部活動の導入に向けた整備事業を行う」と

した。

部活動を地域クラブ活動へ移行する際の課題

としては、運営主体の整備や指導者の確保等が

ある。また、本市は平野部から山間部まで範囲

が広いため、生徒の移動手段も大きな課題と

なってくる。さらに、運動部活動の地域移行に関

しては、競技団体や指導者の思いを取りまとめて

いくことも困難である。

今後も、検討委員会で課題解決に向けて協

議を行いながら、慎重に地域移行に向けて取り

組んでいく。

面積 681 k㎡

人口 120,166 人

公立中学校数 15 校

公立中学校生徒数 2,923 人

部活動数
運動部96部活
文化部12部活

市区町村の協議

会・検討会議等

の設置状況

設置済

市区町村の推進計

画・ガイドライン等の

策定状況

令和７年度に

策定予定

〇生徒数の推移について

【課題】
・部員不足に悩む部活動が多く、運動
部活動においては、６種目９チームが合
同チームとして活動している。

・部活動顧問の教師においては、５８％
が専門外の部活動顧問を務めている現状
がある。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・学校教育課…現在の事務局であり、地域移行全般に係る計画を策定する。
また、部活動改革検討委員会を設置し、様々な課題について検証を行うとと
もに、情報を発信していく。

◉首長部局

・ＮＰＯ法人（八代市スポーツ協会等）…地域移行後の運営主体を本市
教育委員会と一緒に担っていく予定である。

令和６年４月 市スポーツ協会総会にて現状報告

令和６年５月 中学校とのヒアリングの実施

令和６年８月 運動部活動指導員の導入開始

令和６年１１月 コーディネーターの任用開始

令和６年１２月 第１回コーディネータミーティング
の開催
第６回部活動改革検討委員会の
開催
中学校とのヒアリングの実施

令和７年１月 中学校とのヒアリングの実施
第２回コーディネータミーティング
の開催

令和７年２月 第３回コーディネータミーティング
の開催予定

令和７年３月 第７回部活動改革検討委員会の
開催予定

運営主体（予定）

八代市教育委員会 ＋ NPO法人

指導者の派遣、協会との連絡調整

八代市中学校部活動改革検討委員会

A中を拠点とし、Ｂ中、Ｃ中、Ｄ中、Ｅ中

生の加入を認める。

北部ブロック

Ａ中 Ｂ中 Ｃ中

Ｄ中 Ｅ中

Ｆ中とＧ中の合同部活動を拠点とし、Ｈ

中、Ｉ中、Ｊ中生の加入を認める。

西部ブロック

Ｆ中 Ｇ中 Ｈ中

Ｉ中 Ｊ中

Ｋ中とＬ中とＭ中の合同部活動を拠点と

し、Ｎ中、Ｏ中生の加入を認める。

東部南部ブロック

Ｋ中 Ｌ中 Ｍ中

Ｎ中 Ｏ中

現在の部活動をブロック毎に整理し、

それを単位として地域移行を進めて

いく。検討委員会の下部組織に運営

協議会を設置し、加速化を図る。
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 １５校 実施した地域クラブ総数 未実施

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） 未実施

B：部活動にはない種目など、新規のクラブ数 未実施

全体の指導者数 未実施 全体の運営スタッフ数 未実施

②各クラブに関すること

中学校名 クラブ名
運営団
体種別

種目
実施回数

（平日・休日）
実施時間帯

参加者
（学年別）

実施期間 指導者数
運営スタッフ数
（他クラブと兼

務）
会費

大会参加方
法

未実施

③その他、体験会やイベント等の開催実績

●運営主体等を整備することができず、地域クラブ活動への移行が今年度、実施できなかった。
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取組内容

2.実証内容と成果

〇地域クラブ活動への移行に向けて、

市のスポーツ・文化芸術団体等との協

議や地域クラブ活動の運営主体の整

備に向けた協議等を事務局と連携して

行うために、総括コーディネーターを１

人任用した。

〇事務局と連携を図りながら、拠点校

部活動及び合同部活動の導入に向け

ての各中学校とのヒアリングや本市が取

り組む方向性の説明等、運動及び文

化コーディネーターをそれぞれ１人ずつ

任用した。

〇これまで、事務局が中心となり、各中学校とのヒアリングを実施していたが、コーディネーターを任用すること

で、事務局の負担が軽減しただけでなく、時間をかけて、より丁寧なヒアリングを各中学校と実施することがで

きた。また、ヒアリングの中で本市の取組の方向性等も説明していただいたことで、学校の理解が進んだ。

〇これまでは、管理職を中心としたヒアリングを実施していたが、コーディネーターと吹奏楽部の顧問等、実際

指導を行っている職員との意見交換も実現することができ、今後進めていく地域移行の課題の洗い出しを行

うことができた。

〇コーディネーターについては、運動及び文化コーディネーターに元校長先生を任用したことで、学校との連絡

調整やヒアリング等を円滑に進めることができた。また、総括コーディネーターに元行政職員を任用したことで、

地域移行に向けた財源確保についての助言だけでなく、各競技団体との連絡調整等もスムーズに行うことが

できるようになった。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

・１２月、１月に市内すべての中学校とのヒアリングを実施

・部活動改革検討委員会への参加

・月に一回定期的に開催するコーディネータミーティンでの情報交換

・拠点校部活動及び合同部活動に関する要項作成への助言

〇来年度の夏以降から導入予定の拠点校部活動及び合同部活動に

ついて、学校・保護者や競技団体との協議及び説明

〇地域クラブ活動の運営主体を整備するための指導者及び財源確保
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

●今後に向けて

〇来年度の夏以降から導入予定の拠点校部活動及び合同部活動に

ついて、学校・保護者や競技団体との協議及び説明

〇地域クラブ活動を運営するための運営主体の整備

〇地域クラブ活動の運営主体を整備するための指導者及び財源確保

〇コーディネーターを任用したことにより、これまでは、 事務局と管理職を中心としたヒア

リングを実施していたが、コーディネーターと吹奏楽部の顧問等、実際指導を行っている

職員との意見交換も実現することができ、今後進めていく地域移行の課題の洗い出し

を行うことができた。

〇コーディネーターについては、運動及び文化コーディネーターに元校長先生を任用した

ことで、学校との連絡調整やヒアリング等を円滑に進めることができた。また、総括コー

ディネーターに元行政職員を任用したことで、地域移行に向けた財源確保についての助

言等、幅広い知見からのアドバイスをいただくことができただけでなく、各競技団体との連

絡調整等もスムーズに行うことができるようになった。

今回の実証事業において、３名のコーディネーターを

任用することでき、事務局のみで進めていた時に比べる

とスピード感をもって取り組むことができた。

本市の地域性等を踏まえると、生徒の移動手段や指

導者の確保等、未だ多くの課題が残っている。また、地

域クラブ活動を運営していくための運営団体の整備にお

いても、大きな課題となっている。

本市教育委員会の学校教育課が事務局として地域

移行を進めているが、今後、さらなる推進を目指すので

あれば、他の部局との連携も不可欠だと考える。中学

校部活動改革検討委員会の中で、本市の地域クラブ

活動のあるべき姿について、今後も協議を重ねていきた

い。
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2.実証内容と成果③

参考資料

地域移行に関する情報や本市の取組状況等について、学校や保護者

等に情報を発信するために、本市教育委員会からのお知らせとして、「八

代市立中学校部活動の地域移行に関する「瓦版」を発行した。今後も、

適宜発行していく。

アンケート結果・広報資料

八代市教育委員会からのお知らせ 

 

 

◆国の方針はどうなってる？ 

 

 

 

◆県の方針は？ 

 

 

 

◆八代市の生徒数や部活動の状況は？ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

◆八代市の中学校部活動改革に向けた取組状況をお知らせします！ 

 

 

 

   〇拠点校部活動及び合同部活動の導入を進めていきます。（令和６年度から） 

 

 

 

 

 

〇地域クラブ活動への移行推進（令和８年度からの予定） 

 

令和４年１２月に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライ

ン」において、「休日の部活動を学校部活動から地域クラブ活動への移行を進める」、「令和５年度か

ら７年度までの３年間を改革推進期間とする」方針が示されました。 

令和５年４月に「熊本県公立中学校における休日の運動部活動の地域移行推進計画」、同１０月に

「熊本県公立中学校における休日の文化部活動の地域移行推進計画」が出され、国の方針を基本とし

つつ、市町村の状況に応じて地域移行を進めていく方針が示されました。 

〇生徒数の推移について 

 

〇部活動数等について（３月現在） 

  八代市立中学校１５校に１１０の部（運動

部９７、文化部１３）が設置。部員数不足に

悩む部も多く、６競技９チームが合同チーム

として活動しています。 

  また、顧問教師の専門性（自身の活動経験

等）について、５８％の教師が専門外の部活

動顧問を務めている現状があります。 本市立中学生だけでなく、県立中や私立中への進学者も含まれます。 

国・県の方針を受け、八代市でも令和 3年度に「八代市中学校部活動改革検討委員会」を設置し

ました。これまで５回の検討会議を開催し、八代市の子どもたちが、将来にわたりスポーツ・文化

芸術活動に継続して親しむことができる環境の整備について検討を重ねてきています。 

拠点校部活動とは？

Ａ中学校サッカー部

Ｂ中学校

Ｃ中学校

Ｄ中学校

Ｅ中学校

例

サッカー部がないＢＣＤＥ中学校生徒が、Ａ中学校

サッカー部に入部し、活動できる制度です。

合同部活動とは？

Ｂ中学校バレーボール部

例

３校のバレーボール部を一つの部として運営します。普段の練

習はそれぞれの学校で行う場合と、同じ場所で行う場合など、

いろいろなパターンが考えられます。

Ａ中学校バレーボール部 Ｃ中学校バレーボール部

八代市教育委員会が中心となり、「地域クラブ活動運営主体」の設置を目指します。 

令和７年度中に運営主体（クラブを管轄し、運営をコーディネートする団体）の設置を行い、令

和８年度から順次地域クラブ活動へと移行を進めていく予定です。 

今後も様々な形でお知らせを行ってまいります。 

皆様のご理解、ご協力をお願いいたします。 

八代市教育委員会からのお知らせ 

今後も様々な形でお知らせを行ってまいります。皆様のご理解、ご協力をお願いいたします。 

 

 

 

令和６年１２月１０日（火）に、６回目となる検討委員会

を開催しました。今回から、本年１１月から任用しましたコ

ーディネーターの方々をメンバーに入れて、休日における地

域移行に向けた取組の一つとして提案している「拠点校部活

動や合同部活動の導入」についてご意見をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の他にも、市内の高校による中学校部活動の活動場所の提供、総合型地域スポーツクラブ

による文化部活動（合唱）の運営など、地域移行に関して協力的なご意見が出されました。 

 また、５月に各中学校へヒアリングを実施した際には、学校間に距離がある中学校の移動方法

や小学生対象の「八代っ子クラブ」との連携など、地域移行を進めていく上での課題が出されま

した。これらのご意見は、今後の地域移行に向けた取組にいかしていきたいと思います。 

 

拠点校部活動 

 拠点校を設定し、その部活動が

ない他の中学校を対象に部員募

集を行い、拠点校の部員として活

動するもの。 

合同部活動 

 ２校以上の学校が合同で部活

動を設置し、運営するもの。部員

数に関係なく、一つの部として年

度が替わっても活動できる。 

【検討委員会で出た主なご意見】 

〇吹奏楽においては、全国大会予選の大会参加規程の見直しにより、合同でコンクールへ出場で

きるようになり、四中、五中、千丁中の３校合同で出場した。子供たちにとって、とてもよい経験と

なった。 

〇拠点校部活動及び合同部活動の導入に向けて、区割りを決定していく際は、各協会の意見も取

り入れていくことが大切である。（※区割り…市全体を複数のブロックに分けること） 

〇学校部活動や地域のよさを融合した地域クラブ活動が展開されることが望まれる。 

 

 地域移行を推進していくために、コーディネー

ターを３名任用しました。 

 各学校や各協会を訪問する際は、よろしくお

願いします。 

・総括コーディネーター 豊本 昌二 様 

・運動コーディネーター 塚副 徹 様 

・文化コーディネーター 木久山 佳子 様 

地域移行に関する国の動き 

 令和６年８月に、「地域スポーツ・文化芸術創

造と部活動改革に関する実行会議」が設置さ

れ、改革推進期間の成果や地域クラブ活動の

在り方など検討が行われております。 

 来春にも令和８年度以降の方向性が提示さ

れる予定となっています。 

 詳細が分かり次第、お知らせいたします。 
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●ステークホルダー

学校、市教委、総括コーディネーター、運動コーディネーター、文化コーディネーター

●経過

令和３年に部活動改革検討委員会を立ち上げ、国のガイドライン及び県の推進計画のもと、アンケート調査による本市の実態把握を行い、地域移

行に向けた課題の洗い出しを行ってきた。そして、令和６年２月に開催した第５回検討委員会で、本市の取組の方向性を確認した。

●実施内容

令和７年度からの拠点校部活動及び合同部活動の導入に向けて令和６年５月に各中学校とのヒアリングを実施した。また、コーディネーターとのヒ

アリングを１２月と１月に実施し、学校の意見を丁寧に聞き取った。さらに、拠点校部活動及び合同部活動に係る要項の作成のために、コーディネー

ターと協議を行った。

●実施にあたって生じた課題

拠点校部活動及び合同部活動を導入することにより、現存する部活動を整備し、中学校部活動を発展的に地域クラブ活動へ移行していくこととし

ている。拠点校部活動及び合同部活動の導入にあたり、生徒数や活動場所への移動距離、部活動への加入数等を考慮し、複数のブロックに分けて

実施していくことを目指しているが、指導者等の意見を踏まえた競技ごとのブロック等、編成していく上で課題がある。

●今後の展開

令和７年度中に、推進計画を作成し、地域移行を加速化していく。令和８年度から休日の地域クラブ活動の運営を開始することができるように、

コーディネーター等と連携し、運営主体の整備や地域クラブ活動の活動指針等の作成に向けて協議していく。

地域クラブ活動
の運営開始

令和３年

部活動改革検討
委員会の設置

拠点校部活動及び
合同部活動の導入

令和６年 令和７年 令和８年

本市の実態把握
及び地域移行に
向けた課題の洗
い出し

各中学校及び競
技団体との協議

推進計画の策定
運営主体の選定
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地域連携・地域移行の推進に向けたイメージ図

3.今後の方向性

①

②

◇拠点校部活動及び合同部活動の

設置整備を進めることで、「八代市

の中学生が、どの活動にも参加でき

る」体制を構築する。

◇部活動指導員等の拡充により、

「指導を望まない教師が指導しなく

てもよい」環境を整備する。

補　償 災害共済給付

指導者
当該校の教師

教員外指導者

指導者

関係校の教師

教員外指導者

部活動指導員

場　所
拠点校の施設

関係校の施設

参加者 関係校の生徒

費　用 用具、交通費等の実費

R 6～ 学校部活動（複数校）
【位置付け】学校教育の一環（教育課程外）

補　償

当該校の生徒
当該校の施設
用具、交通費等の実費
災害共済給付

【位置付け】学校教育の一環（教育課程外）

参加者
場　所
費　用

現在 学校部活動（単一校） ③

地域の生徒（多世代可）

場　所
学校施設

市有施設等

費　用

（法律上は社会教育、スポーツ・芸術文化）

①地方公共団体

②多様な組織・団体
（総合型地域スポーツクラブ、スポー

ツ協会、文化協会、民間事業者等）

補　償 各種保険等

用具、交通費等の実費

会費

実施主体

及び

運営団体

地域の指導者

兼職兼業の教職員
指導者

参加者

地域クラブ活動
【位置付け】学校と連携して行う地域活動

R 8～



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

熊本県 玉名市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

熊本県玉名市

０９６８-７５-１１２９

教育委員会 スポーツ振興課



2

基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

⚫ 本市における中学生数は、１０年前と比較

すると約５００人減少しており、集団スポー

ツのチームが単一校では組めない状況が慢性

的に続いている。また、学校部活動の設置数

も減少し、小規模校においては自分が通う学

校にやりたい部活動がない状況もある。

⚫ 本年度の玉名市中学生運動部活動加入

率は、56.9％（昨年60.0％）であった。昨

年よりも加入率は減少し、特に第１学年の

運動部活動入部者が減った。また、種目では、

昨年と同様に、陸上・バドミントン・ソフトテニ

ス等の個人競技種目への加入者が多く、全

体の約半数を占めている。

⚫ 実証事業１年目の昨年は、１０月より拠点

校方式や合同部活動方式（「玉名モデ

ル」）で、休日の地域部活動（９部、部員

１０６名、指導者１８人）を立ち上げるこ

とができた。意識調査では、生徒・保護者の

約８割が今後も参加したいと回答した。

⚫ 実証事業２年目の本年度は、昨年の地域

部活動の実績に基づき、校長ヒアリング、保

護者啓発・説明会を通じて指導者を確保し

ながら、生徒がやりたいスポーツができる環境

づくりやまとまった人数で充実した活動ができる

地域部活動を全体の６～８割設置すること

を目標とする。

グラフ等データ
※出典も要記載

グラフ等データ
※出典も要記載

面積 152.6 k㎡

人口
62,619 人

（2024.11現在）

公立中学校数 ６ 校

公立中学校生徒数
1,537 人

（R6.4月現在）

部活動数 5２ 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果①

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

教育総務課（学校教育）
総括コーディネーター（兼文化部活動担当）１名
検討委員会（案内、進行、まとめ）

文化部活動地域移行計画立案

スポーツ振興課（社会教育）
コーディネーター（運動部活動担当）１名
運動部活動地域移行、いだてん玉名SC・スポーツ協会等連絡調整

会計年度職員１名
名簿管理、指導者謝金支払、保険対応等

運営体制図

令和６年５月 第１回指導者研修会

令和６年５月 第１回検討委員会

令和６年７月 第２回検討委員会

令和６年８月
第２回指導者研修会及び部
活動地域移行啓発講演会

令和６年１１月 地域部活動運営会議

令和６年１１月 第３回検討委員会

令和６年１２月 先進地視察研修（静岡県）

令和７年１月 新入生説明会

令和７年２月
第４回検討委員会
第３回指導者研修会
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果②

①全体に関すること

中学校数 ６校 実施した地域部活動総数 ２４ クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） ２４クラブ（ ３８部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０ クラブ

全体の指導者数 64 人 全体の運営スタッフ数 26人

②各地域部活動に関すること（抜粋）

クラブ名 運営団体種別
種目

※新規のものは末尾
に（新）を付ける

実施回数
実施時間
帯

参加者
（学年別）

実施期
間

活動場所
指導
者数

運営スタッ
フ数

（他クラブと
兼務）

会費 大会参加方法

玉名STC
いだてん玉名SC
（総合型地域
スポーツクラブ）

ソフトテニス
月 ４回
（休日）

練習時は
午前中

1年：6人
2年：11人
3年：4人

練習時
は３時
間程度

玉名市立
蛇ヶ谷テニ
スコート

４人
１人
（兼務）

月会費 1000 円
年会費8000 円
(保険代込み)

中体連大会に
学校部活動とし
て参加

玉名中女子
バスケット部

いだてん玉名SC
（総合型地域
スポーツクラブ）

バスケットボー
ル

月 ４回
（休日）

練習時は
午前中

1年：7人
2年：8人
3年：1人

練習時
は３時
間程度

玉名市立
玉名中学
校体育館

2人
１ 人
（兼務）

月会費
5000 円
年会費8000 円
（保険代込み）

中体連大会に
学校部活動とし
て参加

岱明男子バ
レーボール部

いだてん玉名SC
（総合型地域
スポーツクラブ）

バレーボール
月 ４回
（休日）

練習時は
午前中

1年：6人
2年：3人
3年：4人

練習時
は３時
間程度

玉名市立
高道小学
校体育館

２人
１人
（兼務）

月会費 2000 円
年会費8000 円
（保険代込み）

中体連大会に
学校部活動とし
て参加

③その他、体験会やイベント等の開催実績

●スポーツバイキング（複合種目体験教室）の開催（年４回） 延べ参加人数６００人
実施種目：バレーボール、バドミントン、卓球、ラグビー、ソフトテニス、ハンドボール、剣道、トランポリン、パルクール、フリスビー、キッズバレー、コーディネーショントレーニング等



5

主な取組例

2.実証内容と成果③

●運営体制図（地域部活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

サッカー、野球、バレーボール、バスケット
ボール、卓球、剣道、柔道、バドミントン、
ソフトテニス、ラグビー、ハンドボール
１１種目（２４地域部活動）

運営団体名
NPO法人いだてん玉名SC
（総合型地域スポーツクラブ）

期間と日数
休日（土・日・祝日）のみ
原則：４日/月

指導者の主な属性 会社員、公務員、自営、教員

活動場所 各学校、社会体育施設

主な移動手段 保護者送迎、自転車、徒歩など

１人あたりの参加会費
等（年額）

入部金 6,000円
各部費 12,000円～60,000円
（各部ごとに異なる）

１人あたりの保険料
総合型地域スポーツクラブ専用保険
年会費2,000円（保険料込み）
（生徒、指導者も同額）

運営体制図

●地域部活動 活動概要

●運営主体（教育委員会・いだてん玉名SC）

役割：会場使用料・謝金支払、保険対応等

●地域部活動 64名（複数体制）

役割：協会登録、大会参加申込、技術指導、備品管理等

●保護者会 各部数名

役割：会計、大会引率補助等

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等
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取組内容

2.実証内容と成果④

⚫ 教育総務課に総括コーディ

ネーター１名を配置し、検討

委員会の開催や文化部との

連絡調整を行う。

⚫ スポーツ振興課にコーディネー

ター１名、会計年度職員１

名を配置し、関係スポーツ団

体と中学校部活動担当者と

の連絡調整、地域部活動運

営の指導助言、事務処理等

を行う。

⚫ 昨年に引き続き年間４回の中学校部活動地域移行検討委員会を開催し、

休日の地域部活動「玉名モデル」（拠点校方式や合同部活動方式）の進

捗状況を報告

⚫ 各学校長、部活動担当者とのヒアリング等で、学校部活動と連携した休日の

地域部活動の在り方について検討

⚫ 昨年度末９部活動、４月当初17部、12月現在で24部、部員471名、指

導者64名の地域部活動がスタートした。

⚫ ８月にはスポーツ庁スポーツクラブ活動アドバイザー小出利一氏を講師に保護

者啓発講演会を開催した。さらに、１２月には静岡県焼津市教育委員会と

掛川市教育委員会を視察し先進地の取組を学ぶことができた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

小出利一氏による講演会

2024.8.7

コーディネーターの具体的な動きの実績

⚫ 中学校部活動地域移行検討委員会開催、運営、議事録の作成

⚫ 各学校長へのヒアリング、中校長会議での説明

⚫ 学校部活動会計担当者会の開催、指導助言

⚫ 関係団体（いだてん玉名SC、スポーツ協会等）との協議

⚫ 各地域部活動の運営会議、保護者説明会の開催

⚫ 玉名市地域部活動広報活動（ホームページ、広報志への掲載）

⚫ 各学校の陸上部や吹奏楽部の休日の地域移行ができていない。学校

側と関係団体との協議を重ね令和７年度中に条件整備をしたい。

⚫ 平日の学校部活動と休日の地域部活動の連携を深め、徐々に平日の

地域部活動の条件整備を行いたい。

⚫ 令和８年度以降、持続可能な地域部活動の運営ができるための財源

の確保、指導者・運営者の確保が大きな課題である。
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取組内容

2.実証内容と成果⑤

⚫ 指導者研修会の開催

⚫ 指導者研修会を年３回（５月、

８月、３月）開催し、運営方

法の質の向上を図り、指導者登

録を促すことで量の確保を図る。

⚫ 運営会議の開催

⚫ ホームページによる地域部活動

募集

⚫ これまでの中学校部活動外部指導者や玉名市スポー

ツ協会の指導者の方々に、地域部活動説明会や個

人面談等を実施したり、玉名市公式ホームページに地

域部活動指導者募集案内を掲載したりして、６４名

の地域部活動指導者を確保することができた。

⚫ 年３回の指導者研修会や運営会議を開催し、指導

者の資質向上とともに、地域部活動の運営面での課

題解決に向けた協議を行った。

６４名

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

地域部活動の人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

10代 0名

20代 9名
30代 17名

40代 16名
50代 13名

60代以上 9名

年齢構成

バレーボール10人

バスケットボール13人

バドミントン7人

ハンドボール2人

ソフトテニス6人

サッカー8人、ラグビー3人

野球5人、卓球3人

柔道5人、剣道2人

種目

指導者資格有 30人

（日本スポーツ協会公

認指導者は10人）

※玉名市では日本ス

ポーツ協会公認指導者

資格取得者への補助制

度があるが、新たな取得

者はいない。

資格有無登録者属性

教員 ２１人

（県立中1人）

（私立高校1人）

会社員 ２４人

公務員等 １０人

自営 ６人

無職 ３人
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取組内容

2.実証内容と成果⑥

【第１回指導者研修会】 5/10：玉名市総合体育館

・対象 地域部活動指導者 ２２名参加（対象者３７名）

・内容 「体罰・ハラスメント防止・不祥事防止」について

令和６年度玉名市地域部活動実施状況について

その他（事務連絡：業務月報の提出方法等について）

※欠席者には、個別に面談して研修内容を伝えた。

【第２回指導者研修及び部活動地域移行啓発講演会】

8/7 玉名市民会館（マルチホール） ４０名参加

・対象 地域部活動指導者、部活動地域移行検討委員、

行政関係者、学校関係者、PTA関係、一般など

・内容 講演者：小出利一氏（スポーツクラブ活動アドバイザー）

演題：「新たな部活動、ジュニアスポーツ環境」

※講演会の前に行政説明を行い、地域部活動の現状を報告した。

【地域部活動運営会議】 11/6 玉名市民会館 第１会議室

・対象 地域部活動指導者、保護者代表 ５１名参加

・内容 地域部活動運営、規約の作成について

部活動アプリに活用について

【第３回指導者研修会】 3/17 玉名市総合体育館で開催予定！

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

指導者研修の内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

【部活動地域移行啓発講演会の感想】

⚫ 「〇〇市部活動あり方検討会の委員として参加させていただきました、

とても学びの多い講演会で勉強になりました」

⚫ 「部活動改革は最終的には地域活性化を目指す取り組みとのお言葉

が心に響きました。正直私の発想にはない考えでした]

⚫ 「中学校には説明されているみたいですが、今の小学校には説明が

あっておらず、小学生の保護者としては不安でたまりません」

【運営会議での参加者の声】

⚫ 「集金を振込か引き落としにしてほしい」「玉名市からの補助制度があ

ると保護者も資金面で助かります」

⚫ 「各部の部費はいくらぐらいになるのか、運営はどうしているの知りたい」

受講者の声

【指導者研修での課題】

⚫ 参加が少ないため研修内容と参加体制の見直しが必要

⚫ 資格取得のための補助制度の確立、謝金の見直し

【地域部活動運営面での課題】

⚫ 集金方法の検討と連絡用アプリの活用

⚫ 運営面での課題解決のための協議会が必要
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取組内容

2.実証内容と成果⑦

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化 エ：面的・広域な取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項（ウ）

今後の課題と対応方針

⚫ 玉名市スポーツ協会評議員会

で地域部活動進捗状況の説

明を行い、理解と協力を求めた。

⚫ 玉名市６中学校での新入生

説明会（右図：有明中）で

地域部活動の説明を行った。

⚫ 地域部活動説明用パンフレット

や約６分のPR動画を作成し保

護者説明会等で活用した。

取組の成果（ウ）

グラフ等データ
※出典も要記載

⚫ 小学校の保護者、教職員等への啓発等が不十分で、周知不足を感

じる。今後、講演会や広報・HP等での周知やスポーツ協会事務局や

市PTA連合会と連携し理解を深めたい。

⚫ 玉名荒尾地区以外の生徒の中体連大会参加については制限がある。

中体連以外の大会も同様である。今後、市町村またぎでの参加基準

の規制緩和についてスポーツ協会や種目団体との協議が必要である。

⚫ 保護者、指導者（スポーツ協会等）、一般向けに中学校部活動

地域移行啓発講演会の開催、玉名市公式ホームページや広報たま

なへの地域部活動進捗状況の掲載、PR動画の作成を行った。

取組事項（エ）

⚫ 玉名教育事務所社会教育担当者と連携し、年４回、玉名市、荒

尾市、玉名郡４町の部活動地域移行担当者会議を開催し、情報

共有・意見交換会をおこなった。

⚫ 玉名市立中学校以外の学校

でも部活動における課題は同

様で、自分のやりたい種目がな

い生徒を中心に、本市の地域

部活動に全体の6.6％の中学

生が参加している。今後、少子

化が加速すれば、玉名荒尾地

区広域での地域部活動運営

を考える必要がある。

取組の成果（エ）



10

取組内容

2.実証内容と成果⑧

●取組項目名 オ：内容の充実

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【スポーツバイキングの開催】

⚫ 地域部活動指導者の協力のもと、

教育委員会・NPO法人いだてん

玉名SCの主催で、複数のスポー

ツを体験できるイベントを年４回

実施した。

⚫ 現在の学校部活動にない運動・

スポーツ体験も実施した。

⚫ 親子で運動・スポーツに親しめる場

として親の参加費は不要とし、自

由に体験できる場を設定した。

⚫ けが防止のため、開始時は全員で

準備運動を兼ねたダンスやエアロビ

クス等を行った。

⚫ 九州看護福祉大学の協力で、付

き添いの大人向けに体組成測定

や運動能力測定も実施した。

参加人数 504人（176人、163人、165人） 指導者数 50人（12人、18人、20人）

対象者
主な対象者は、小中学生 （希望する園児・大人も参加可能）
※玉名市内すべての小中学生にチラシを配布、ホームページや広報でも案内

具体的な内容

バレーボール、バドミントン、卓球、ソフトテニス、ラグビー、ハンドボール、剣道、トランポリン、パルクール、
キッズバレー、コーディネーショントレーニング、ダンス、フリスビー、レスリング、エアロビクス、運動能力反
応検査、体組成測定など玉名市総合体育館（メインアリーナ、サブアリーナ）にて、地域部活動の
指導者の協力で体験教室を開催した。

親・子供の声

⚫ 中学校で何の運動部活動に入部しようかと迷っていたが、いくつかの種目を体験して興味がわいた。
中学校では運動部活動に入部して頑張りたい。（小学生）

⚫ 中学校部活動以外のいろいろな運動・スポーツを体験できてとても楽しかった。（中学生）
⚫ 親子で楽しく運動・スポーツに親しむことができました。次回もまた参加します。（保護者）

関係者の声

⚫ 運動・スポーツの楽しさに触れるよう工夫して、体験教室を行った。競技人口の増加につながる良
いイベントになると思います。

⚫ スポーツバイキングのおかげで、スポーツ教室の入部者が増加しました。
⚫ 運動・スポーツに楽しく参加している子どもから元気をもらいました。
⚫ 親子で楽しく運動・スポーツに触れることのできる楽しいイベントだと思います。玉名市スポーツ協会
と連携し、今後、さらに多くの種目が体験できるイベントにしてほしい。

運営経費
参加費 一般５００円（会員無料）
会場費 減免（玉名市教育委員会主催）
指導者謝金、消耗品等

スポーツバイキング活動の詳細（６/１、９/29、12/1の３回の報告）
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取組内容

2.実証内容と成果⑨

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項（カ）

今後の課題と対応方針

⚫ 生活困窮家庭への参加費支援ついては検討委員会で提案し、関係機

関と協議を重ねている。

⚫ 教育総務課担当及び学校部活動会計担当者との協議会（下図）を

行い、学校部活動補助金の金額及び使途を見直した。

取組の成果（カ）

⚫ 学校体育施設の予約は「まちかぎリモート」で優先的に予約できるが、

社会体育施設については指定管理者が施設ごとに異なるため、対応が

統一されていない。

⚫ 地域部活動の指導者と社会体育施設管理者との協議会を開催し、

課題解決のための方策を検討する必要がある 小学校体育施設の借

用については、学校側との十分な協議が必要である。

⚫ 生活困窮家庭への参加費の支援についての協議

⚫ 学校部活動と地域部活動の消耗品の共有化

⚫ 学校部活動会計担当者会議での学校部活動補助金額の見直し

取組事項（キ）

⚫ 学校施設施錠開閉システム「まちかぎリモート」の活用

⚫ 学校施設、社会体育施設等を使用する場合のルールを策定する。

⚫ 玉名市では、すべての学校体育館が令和４

年４月から「まちかぎリモート」で管理されてい

る。予約はインターネット、施設の開閉はリ

モートロックとなっているため（右図）、地域

部活動指導者が暗証番号で体育施設の開

閉ができる。管理職や担当教員不在でも体

育施設の使用が可能となり、教員の負担軽

減につながっている。

⚫ 社会体育施設の借用については、指定管理

者へ地域部活動の趣旨説明を行い、学校

部活動と同様に借用ができるようになった。

取組の成果（キ）
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果⑩

●成果の評価●総括

地域移行できていない2割の部活動については、今後担当者と種目協会との協議を行い、指導

者が確保できた時点で、保護者説明会を実施し地域への移行を進めたい。

また、中学校の部活動地域移行は、中学校だけの問題ではなく、小学生も含めた玉名市内す

べての子供たちがやりたいスポーツに安心して取り組むことができる環境づくりを最終目標としている。

今後、学校部活動にはないが子どもたちの興味関心が高い運動・スポーツも地域部活動として設

置し、多くの子供たちが運動に親しむ環境づくりを推進したい。

●今後に向けて

◆実証事業２年目の本年度は、年度当初から１

７の地域部活動、さらに中体連後の新チームか

らは２４の地域部活動（部員４７１人、指導

者６４人）が活動している。玉名市全体の約

８割の休日の部活動が地域部活動となった。

◆これまで学校部活動の外部指導者として携わっ

てこられた方々や玉名市公式ホームページでの

指導者募集、スポーツ協会種目団体への呼びか

けなどで、指導者の確保が進んだ。

◆自分の通う学校に希望する部活動がない生徒

や少人数でチーム編成ができない部活動が、週

末はまとまった人数で質の高い練習や試合ができ

る環境になった。

◆平日の学校部活動のみ入部する生徒や平日と

は別の種目の地域部活動へ入部する生徒など、

多様なニーズに対応する環境づくりができた。

◆地域部活動では、小学生や高校生との交流もで

きるため、地域に根ざす地域クラブにつながる可

能性のある仕組みとなりつつある。

◆参加した生徒の８割が「地域部活動に満足

している」と答え、８割の保護者が「今後も

地域部活動に参加させたい」と答えている。

◆教職員のアンケートでは、７割が「負担感が

軽減した」、９割が「今後も地域部活動を継

続してほしい」と答えている。

◆全体の８割の休日の部活動が移行したことに

より、玉名市内の中学校教員の超過勤務者

（月45時間以上）で、「部活動が要因」と

答えた教員の数が前年度同時期と比較し、

延べ283人から220人へ大幅に減少した。特

に、昨年の７月～１１月の比較では、４割

近い減少が認められた。（右図）

186

111

152

68

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

４月～７月 ８月～１１月

超過勤務者（月45時間以上）数の推移

部活動が主な要因と答えた教員数

R５年度 R6年度
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アンケート結果・参加者の声

2.実証内容と成果⑪

●参加者の声●アンケート結果

中学２年生 バドミントン部

学校でできない練習やレパートリーが増えて、バドミント
ンも上達するし楽しい。他の学校の生徒との交流もで
きて楽しい。

保護者

娘が小学生の時にバレーボールを続けてきたが進学する中

学校にバレーボール部がなく、どうしようか悩んでいたら地域

部活動ができたおかげで、専門的な指導者のもとに継続し

てバレーボールできるようになってとてもありがたく思っていま

す。

顧問の先生

私自身バレーボールの経験がなかったため指導に不安が

あったが、地域移行することによって専門的な指導を子ども

たちが受けることができて技能の向上に繋がっている。

54% 24% 17% 4%

あなたは、地域部活動に満足していますか？

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満

生徒

55% 25% 21%

今後も、子どもを地域部活動に参加させたいですか？

そう思う ややそう思う どちらでもない あまり思わない まったく思わない

保護者

2%
5% 22% 29% 42%

部活動への負担感はどう変化しましたか？

増えた やや増えた 変わらない やや減った 減った

教職員

40% 30% 22% 6%

今後も地域部活動での指導に従事したいですか？

そう思う ややそう思う どちらでもない あまり思わない まったく思わない

指導者

中学１年生 軟式野球部

多い人数で練習したほうが、試合に近い練習ができるから良

いなと思う。これからみんながどんどん馴染んで、声を出してい

けたら良いなと思う。
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2.実証内容と成果⑫ 広報資料

【広報たまな2025.２月号での掲載記事】
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果⑬

【野球「オーﾙ玉名」の初練習会の様子 25名が参加】 【ソフトテニス「玉名STC」の社会体育施設による練習風景】

【岱明バドミントン「Nice one」の練習風景 指導者は他校の教員】 【地域部活動として地区大会に参加した女子バレー「有明HS」】

写真
※何の様子かわかるように

キャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるように

キャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるように

キャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるように

キャプションを挿入すること
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果⑭

…枠・図等は
適宜追加

令和４年

検討委員会設置、
検討開始、アン
ケート調査

実証事業２年目
年度当初地域部
活動の拡大（17
部）

令和５年 令和６年 令和７年

実証事業1年目
受け皿団体や指
導者の選定、拠
点校の選定

指導者確保、保護
者説明会、地域部
活動（玉名モデ
ル）開始（９部）

新チームより地域
部活動の拡大Ⅱ
（24部）

実証事業３年目

すべての部活動を
地域部活動へ

ステークホルダー

学校、スポーツ協会、競技団体、市教委、総括コーディネーター、コーディ
ネーター、NPO法人いだてん玉名SC（総合型地域スポーツクラブ）

経過

⚫ 令和４年度より検討委員会（年３回）・座談会（年３回）を開

催し、教員・保護者・生徒向けアンケートを実施した。

⚫ 令和５年度（実証事業１年目）は、検討委員会で、教育委員

会とＮＰＯ法人いだてん玉名ＳＣが運営主体となる地域部活動

「玉名モデル（拠点校方式・合同部活動方式）」を提案。学校・

保護者・指導者への説明会を経て、９つの休日の地域部活動がス

タートした。

実施内容

⚫ 本年度（実証事業２年目）は、４月当初１７の地域部活動が

スタート、新チームの９月からは２４部となり、学校部活動全体の

８割について休日の活動を地域へ移行することができた。平日は学

校部活動、休日の大会参加は地域部活動として出場している。

実施にあたって生じた課題

⚫ 平日の学校部活動と休日の地域部活動の指導者が異なるため、

学校部活動担当者と地域部活動指導者との連携が課題である。

⚫ 異なる学校から集まる地域部活動なので、連絡体制の構築、新た

な保護者会規約の作成などが必要となった。

⚫ 平日も地域部活動指導者による一貫指導を求める声が多い。

⚫ 実状に合致した指導者謝金の見直しや消耗品等の購入など保護

者負担軽減のための財源の確保が求められる。

今後の展開

⚫ 令和７年中には、市内すべての中学校において、休日の地域部活

動を実施する。また、持続可能な地域部活動運営とするために、会

費負担を増額し保護者の理解を得るために、パンフレット等を作成し、

会費負担の必要性について説明する。

⚫ 部活アプリを導入し、事務局からの連絡体制や地域部活動への入

会申込や部費納入事務の負担軽減のためのシステムを構築する。



17

地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

工程表や図など
※時系列がわかるもの



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

熊本県 山鹿市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

熊本県山鹿市

0968-43-1150

生涯学習・スポーツ課



2

学級数児童生徒数調 R6.4

基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

現在、山鹿市立中学校は５校で、令和６年

度の生徒数は、1,250人となっており、平成２

６年度と比べ167人（11.8％）の減少となっ

ている。

なお、市内出生数の状況からみると少子化の

減少傾向は、今後も続くことが予想される。

また、令和６年度の部活動は、スポーツ系、

文化系あわせて53部あり、１、２年生851人

のうち、561人（65.9％）が加入しているもの

の部員数の減少と偏りにより、単一校では大会

参加のみならず日々の活動においても成り立た

ないことから、すでに一部の種目では、

複数校による合同部活動が行われている。

一方、部活動を指導する立場の教職員の観

点からは、指導を希望する種目が担当できな

かったり、勤務を要しない日の大会引率や指導

が求められたりするなど、心身共に大きな負担と

なっており、加えて、指導への対価は十分に補償

されているとは言えず、部活動は教職員のボラン

ティア的労働に支えられている状況である。さらに、

一部で実施している合同部活動においては、練

習時間や場所の調整、保護者や指導者間の

連絡等、環境整備にかかる教職員の負担が増

大するという、新たな課題が生じている。

面積 299.69 k㎡

人口 48,136 人

公立中学校数 5 校

公立中学校生徒数 1,250 人

部活動数 53 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定に向けて準備中
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・中学校部活動地域移行基本方針の策定（令和６年１２月策定）

・地域移行に向けた合同部活動の拡充実施

・合同部活動実施に伴う、会場の予約及び移動手段に係る予算措置

◉首長部局

・コーディネーター（会計年度職員）配置に係る予算措置

令和６年４月 コーディネーターの配置（２人）

令和６年４月 先進地視察

令和６年５月
アンケートの実施、集計・分析
（教職員、保護者、児童生徒）

令和６年７～8月 夏季休業中合同部活動の実施

令和６年８月 第1回検討会議

令和６年９月 地域移行基本方針（案）作成

令和６年9～12月 平日合同部活動の実施

令和６年10月 第2回検討会議

令和６年11月 第3回検討会議

令和６年12月 地域移行基本方針策定

令和６年12月 冬季休業中合同部活動の実施

令和７年１月 広報誌（1～5号順次発行）

令和７年１月 令和７年試行実施計画作成

令和７年２月 新一年生（保護者）説明会

令和７年２月
試行実施関係者会議
（指導者、保護者）

令和７年２月 運営団体設立検討

令和７年３月 第4回検討会議

検討会議

【構成】 学校関係者（保護者を含む） 10人

スポーツ・文化芸術団体関係者 4人
地域指導者（部活動指導員） 3人

学識経験者 3人
【事務局】生涯学習スポーツ課 3人

文化課 2人

学校教育指導室 2人
部活動地域移行コーディネーター 2人

【検討事項】
・中学校部活動の在り方に関すること

・地域クラブの在り方に関すること

・地域移行基本方針に関すること

山鹿市・山鹿市教育委員会
「地域移行基本方針策定」

提言 意見聴取

【山鹿市５中学校】

・合同顧問会議

・合同部活動
（平日、長期休業日）

・試行実施協議

事業実施 課題抽出

【運営主体】
（当面ｺｰﾃﾞｨﾈ-ﾀｰが兼ねる）

・運営体制の整備

山鹿市スポーツ協会
山鹿市文化協会

連携
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 ５ 校 実施した地域クラブ総数 １ クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） １ クラブ（野球部）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０ クラブ

全体の指導者数 ８ 人 全体の運営スタッフ数 ２ 人

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団体
種別

種目
※新規のものは末尾
に（新）を付ける

実施回数 実施時間帯
参加者

（学年別）
実施期間 活動場所

指導
者数

運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

野球部
山鹿市教

育委員会
野球

週 ３ 回

（木金土）

（木金）

16:00

～18:00

（土）

9:00

～12:00

１年 5人

２年13人

令和６年7月

～

令和7年3月

山鹿中学校

山鹿小学校

山鹿市

ｶﾙﾁｬｰｾﾝﾀｰ

8人
2 人

ｺｰﾃﾞｨﾈ-ﾀｰ

月会費 0円

年会費 0円

中体連

：部活動

その他

：地域クラブ

※令和６年度は地域移行を前提とした合同部活動として実施

③その他、体験会やイベント等の開催実績

特記事項なし
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で
実施した種目

野球
（地域移行を前提とした合同部活動）

運営団体名 山鹿市教育委員会（ｺｰﾃﾞｨﾈ‐ﾀｰ）

期間と日数
木、金、土
（月当たり１２回程度）

指導者の主な属性 教職員、部活動指導員

活動場所
山鹿中学校、山鹿小学校
山鹿市カルチャーセンター

主な移動手段
平日：スクールタクシー
休日：保護者送迎

１人あたりの参加会費
等（年額）

０円
（令和６年度合同部活動のため）

１人あたりの保険料
800円
（令和7年度はスポーツ安全保険）

●野球部 活動概要

●コーディネート業務担当 ２名

役割：練習場所確保、指導者シフト等の調整を行う

●主任指導者 １名

役割：練習内容及び大会や練習試合等の調整を行う

●指導者 １名

役割：実質的指導を行う

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

山鹿中学校

菊鹿中学校 鹿本中学校

鹿北中学校 米野岳中学校

山鹿市１クラブ

山鹿市教育委員会（管理主体）

指導業務（部活動）

支援

学校間連携調整

指導担当調整

保護者会

合同練習会実施計画

練習会場借用手続き合同部活動 （平日２回、土日１回）
学校単位活動（平日２回）

コーディネート業務

支援

運動部活動 の地域移行
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取組内容

2.実証内容と成果

・コーディネーターの配置

・アンケートの実施、集計分析

・合同部活動の拡充実施

①長期休業中合同部活動

②平日の合同部活動

※顧問会議の実施

・検討会議の実施

・関係団体ヒアリング

・令和７年試行実施計画作成

及び関係者会議

・新一年生保護者説明会及び

広報誌発行

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

・アンケートの実施、集計・分析

・合同部活動の企画、顧問会議、施設調整及び移動手段調整

・検討会議の企画・運営及び資料作成

・「地域移行基本方針」の策定

・運営団体（NPO法人）設立基本構想

・合同部活動を地域移行するためのモデル事業（野球部）を令和7年4

月から実施する。競技団体、中体連、学校、それに保護者会を交え円滑

な地域クラブへの移行について課題とその対応を整理する。

・スポーツ協会・文化協会と協議し、NPO法人として総合的な運営団体の

設立を目指す。

・アンケートの実施（市内中学校教職員・小学校５、６年生及び保
護者・中学校生徒及び保護者を対象）
教職員のうち、50％は学校の事情等から専門性のない種目を担当
していた。負担感は「練習時間場所の調整」「試合の役員・審判」「保
護者との連絡調整」が30％以上で、技術指導や生徒指導といった生
徒とのかかわりに負担を感じているものは比較的少なかった。
地域移行後も、約50％の教職員「指導にかかわりたい（条件や希
望がかなえば）」と答え、地域移行後の指導者として期待できる。
・合同部活動
今年度から長期休業中の合同部活動を試行的に全種目で実施し
た。球技種目の合同練習は良い雰囲気でできたが、個人種目では学
校単位で別の活動をするなど課題が見られた。
文化面でも吹奏楽部が３校が合同で活動しコンクールに出場した。
・検討会議において意見を聴取し基本計画を策定した。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【合同部活動】

・夏季休業中、冬季休業中に

市内５校による合同部活動を

実施。スクールバス（タクシー）

を運用し、在籍校から練習会場

に移動させた。

・平日の合同部活動は、９月以

降チーム登録上人数の揃わない

部活動において、学校間で協議

の上、平日週２回及び休日1

日合同練習の上、合同チームと

して大会に参加した。

【運営団体設立】

・コーディネーター配置（４月）

・山鹿市スポーツ協会との協議

・山鹿市文化協会との協議

・運営主体設立（案）作成

参加人数 324 人 指導者数 43 人

属性 学校連携型合同部活動

具体的な内容

＜夏季休業中＞
野球（11回）、サッカー（17回）、ハンド女子（16回）、バスケ女子（3回）、弓道（1回）
バレー男子（5回）、バレー女子（4回）、卓球（4回）、剣道（1回）、柔道（6回）
ソフトテニス（1回）
＜冬季休業中＞
陸上（1回）、吹奏楽（2回）、バレー女子（3回）
＜９月以降平日（週2回）、休日（週1回）＞
サッカー（2校）、野球（5校）、バレー男子（2校）、バレー女子（2校、2チーム）
吹奏楽（3校）、バスケ女子（2校）、ハンド女子（2校）

子供の声

⚫ 多くの仲間と練習ができ楽しかった（卓球）
⚫ チームで練習試合ができたのが嬉しい（野球）
⚫ 専門の指導者に教えてもらい充実した練習ができた（陸上・駅伝）
⚫ 人数が多い中での練習は楽しく有意義だった（バレー女子）
⚫ 小学生も参加し大人数での練習は充実した（剣道）

関係者の声

⚫ 合同練習を契機に、合同チームを編成し団体戦への出場をさせたい（卓球・指導者）
⚫ 他校の保護者とも情報交換ができ有意義な練習会となった（バレー女子・保護者）
⚫ ３校合同でコンクールにできるようになり子供たちも喜んでいる（吹奏楽・保護者）
⚫ ５校合同部活動が始まり、新たな部員が加入した（野球・指導者）
⚫ 個人競技で、大会の対戦相手となるため、合同練習はなじまなかった（ソフトテニス・指導者）
⚫ 合同練習会を契機に、早期に山鹿市１クラブに移行してほしい（剣道・指導者）

運営経費 各学校の部活動費の範囲内

活動の詳細
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

〇山鹿市中学校部活動地域移行推進計画の策定

〇試行実施（野球）で生じる課題に対応し、可能な種目から試行実施の拡充を図るととも

に、学校連携型合同部活動の拡充を進める。

〇指導者について教職員の希望調査を改めて募る。併せて、スポーツ協会、文化協会と連

携し指導者の確保を目指す。

〇平日の地域移行に向け、移動手段、学校日課等の課題に対し、財政支援を含め検討す

る。

〇運営主体となる団体の組織体制を早期に決定し、人的支援を含め市の支援を検討する。

並行して運営主体となる団体の事務業務を整理し、円滑な移行を進める体制を作る。

●今後に向けて

〇部活動地域移行検討会議を実施し、「山鹿市中学校

部活動地域移行基本方針」を策定した。この方針をもとに

中学校向け広報誌（通信）を５回発行、新１年生向け

説明会等、内容の周知に努め理解を得ることができた。

〇部活動地域移行コーディネーターの企画・調整のもと、学

校連携型合同部活動は順調に進み、令和７年度試行実

施（野球）の体制も整った。合同部活動については、生

徒・保護者をはじめ指導者（教職員）も概ね高評価で

あった。

〇諸会議等においてスポーツ系の部活動が先行していること

から、文化系の活動の意向を危惧する声があった。当市にお

いては検討会議の委員の半数は文化面に携わる方を委嘱

し幅広く意見を取り入れたり、吹奏楽部の合同部活動が始

まるなど、文化系の活動も推進させることができている。

〇運営主体について、組織体制の位置づけについて様々な

意見があり調整段階である。スポーツ及び文化面を支える

総合的な体制を模索している。

〇学校連携型合同では概ね順調に進んでいる。一方で個人種目を基本とする部活

動では合同練習に壁がある。その中で陸上（駅伝）の指導者同士が連携して定期

的な練習会をする動きもあるなど、地域で一体として活動する機運は高まっている。

〇教職員へのアンケート調査で条件付きではあるが約半数の教職員が「地域移行後

の部活動の指導にかかわってもよい」と答えている。

〇当市では吹奏楽や太鼓など文化芸術面の活動も盛んであり、複数校合同の活動

や地域指導者のかかわりなど支援体制が整いつつある。
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アンケート結果

2.実証内容と成果②

●アンケート結果（抜粋）

質問４
現在担当している部活動は自分の希望の種目
ですか

全体 （構成比） 山鹿

はい 36 50.00% 20

いいえ 17 23.61% 7

どちらともいえない 19 26.39% 9

計 72 100.00% 36

質問６
顧問として負担に感じていることは何ですか
（複数回答可）

全体 （構成比） 山鹿

練習時間・場所等の調整（校内・外） 26 35.62% 15

大会・練習試合における役員・審判 25 34.25% 14

保護者との連絡・調整（文書作成） 24 32.88% 13

技術的指導（コーチ） 21 28.77% 7

大会参加の手続き 21 28.77% 14

安全に活動しているか（見守り） 20 27.40% 14

部費の会計 15 20.55% 9

選手起用（監督・コーチ） 14 19.18% 6

人格形成・教育指導（生徒指導） 12 16.44% 8

生徒の参加状況の把握 12 16.44% 8

学業との両立（学業成績把握、学習指導） 11 15.07% 7

その他 16 21.92% 8

計 217 297.26% 123

教職員向けアンケート

質問７
地域移行後も部活動の指導にかかわりたいと
思いますか

全体 （構成比） 山鹿

積極的にかかわりたい（指導、コーチ） 6 7.59% 4

担当種目の希望が叶えばかかわりたい 11 13.92% 5

条件（服務や報酬等）が整えばかかわりたい 21 26.58% 10

見守り的指導であればかかわりたい 6 7.59% 3

かかわりたくない（学校業務に専念したい） 35 44.30% 18

計 79 100.00% 40

生徒向けアンケート

（N) （％） （N) （％）

80 24.6% 72 25.8%

131 40.3% 108 38.7%

169 52.0% 136 48.7%

158 48.6% 169 60.6%

68 20.9% 93 33.3%

23 7.1% 35 12.5%

28 8.6% 20 7.2%

5 1.5% 11 3.9%

325 279

様々なことに挑戦する力

最後まであきらめない精神力

仲間と支えあい・助け合う心

仲間と理解しあえるコミュニケーション力

高校進学への実績

小学校 中学校（小、中共通）
　　　部活動でどのような力を身につけたいと思いますか　（複数回答・３つまで可）

県大会や全国大会で活躍できる競技力

高校以降の競技のための基礎体力・基本技能

その他

計

保護者向けアンケート

（N) （％） （N) （％）

91 20.2% 96 24.9%

120 26.6% 124 32.1%

210 46.6% 187 48.4%

203 45.0% 155 40.2%

75 16.6% 54 14.0%

48 10.6% 36 9.3%

8 1.8% 6 1.6%

451 386

小学校 中学校（小、中共通）
　　地域移行後の部活動にどのような期待をお持ちですか　（複数回答・２つまで可）

競技力をより高める活動

これまでの学校部活動の良さを継承する活動

学業との両立ができる活動

人間性・人格形成を第一とする活動

あくまでも教育の一環としての活動

高校選択（進学）につながる活動

その他

計

（N) （％） （N) （％）

388 86.0% 341 88.3%

30 6.7% 26 6.7%

14 3.1% 4 1.0%

20 4.4% 11 2.8%

21 4.7% 8 2.1%

5 1.1% 1 0.3%

9 2.0% 8 2.1%

451 386

交通費等経費はよいが、報酬は不要だと思う

ボランティアであり、報酬・経費は不要だと思う

教職員に報酬は不要だと思う

公務員に報酬は不要だと思う

地域指導者に報酬は不要だと思う

（小、中共通）
　　　地域移行後の部活動の指導者（教職員、公務員、地域指導者）が報酬を受けることを
　　　どう思われますか（複数回答可）

小学校 中学校

職業を問わず報酬を受けるのは当然だと思う

その他

計
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2.実証内容と成果③

【保護者・生徒への部活動地域移行広報１号】

●中学校部活動基本方針策定（令和６年１２月）をうけ、教育委員

会から市内中学校長への説明、校長から教職員への説明、教育委員会

から中学校新入生への説明を実施。

●保護者向けに広報誌（第1号から第5号）を１月から２月にかけて順

次発行し、学校を通じメールにて配信（資料添付）

広報資料・参加者の声

●参加者の声

１・２年生徒・保護者（野球部）

・他校生徒とコミュケーションがとれる。新しい友達ができた。

・人数が多いことにより、様々な練習が今後期待できる。

・指導者の説明がわかりやすい。

・子供たち同士でよい刺激を受けている。

・現在は基本中の基本の練習がメインであるため、レベルの高

いところの練習もやってみたい。

指導者（女子バレーボール）

地域移行ｺｰﾃﾞｨﾈ‐ﾀｰのお世話により、12月25日（水）から始まっ

た３日間の山鹿市内中学校女子バレーボール部全チームでの合同

練習も今日で最終日となりました。普段とは異なる環境、違うメン

バーの中でありますが、体育館には真剣にボールを追いかける子ども

たちの姿がありました。自分のチームとは異なるチームの生徒がいるの

はもちろんですが、指導や球出しをする指導者側も複数人体制です。

全体の人数が多く、とても賑やかで、充実した３日間となりました。こ

れからも同じ山鹿市でバレーボールを行う仲間として、切磋琢磨しな

がら、そして、お互い学びながら、みんなでバレーボールを盛り上げて

いきたいと思います。

１ はじめに 

学校教育の一環として行われてきた中学校の部活動は、生徒同士や教師等と豊かな人間

関係の構築を図ったり、自己肯定感を高めたり、責任感や連帯感を身につけるなど、学校

という環境における生徒の自主的で多様な学びの場として、その教育的意義が高い活動で

す。 

近年は、少子化が進展する中、以前と同様の体制で運営することが、学校や種目によっ

ては難しく、生徒が希望する部活動に参加できない学校もあります。 

 また、部活動指導の中心であった先生方の多忙化や専門的知識のない競技指導への不安

も大きな課題と言えます。 

 そこで、山鹿市では国や熊本県の示す「中学校における部活動の地域移行に関する指針

や計画」に沿って、学校と地域の連携・協働により、新たな中学校部活動の在り方を見据

え、持続可能なクラブ活動環境づくりを検討しています。 

 この通信を通して、「中学校部活動地域移行」について理解や関心を持っていただくよ

う、５回にわたり発行していきます。 

 

２ 「部活動地域移行」とは？ 

これまでの部活動は、主に先生方の指導のもと、学校単位で部を編成し、学校の施設を

中心に活動してきました。「地域移行」では、学校の枠を越えて地域でクラブを編成し、学

校施設だけでなく公共施設などの身近な施設も利用し、指導者も、これまで以上に地域の

方々に参加いただく仕組みを整えていきます。 

国や熊本県は、平日は学校での部活動を実施し、まずは休日を「地域移行」していくこと

を推進しています。「部活動地域移行」は、「部活動を学校から切り離す」というイメージが

ありますが、学校を含めた地域ぐるみの部活動です。 

「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てる」 

       

 

中学校部活動地域移行通信   第１号 令和７年１月７日 

今回のテーマ ～「地域移行」とは？～ 発行：山鹿市教育委員会 

次ページに続く 

      山鹿市中学校部活動地域移行（イメージ） 
〇なぜ地域移行が必要か？ 

・現在の課題 
 

 

 

 

 

 

 

・今後の方向性 

 

 

 

〇地域移行でどう変わるのか？ 

※次回は、「山鹿市における中学校部活動の現状」についてお知らせします。 

この通信に関する問い合わせ先は、 

山鹿市教育委員会生涯学習・スポーツ課です。 

 

     ＴＥＬ ４３－１１５０ 

 現 在 の 部 活 動  地 域 移 行 後 

指 導 者 主に学校の教職員  地域指導者（教職員を含む） 

活 動 場 所 各中学校  学校施設、地域の公共スポーツ・文化施設等 

運 営 主 体 各中学校  行政、NPO 法人、既存組織等（未定） 

参 加 種 目 在籍校にある部活動  山鹿市の学校部活動種目を引き継ぐ 

経 費 PTA 会費、保護者会費  年会費・月謝、保護者会費 

少子化によって部活

動が成り立たない 

・大会に参加できない 

・練習ができない 

・学校にやりたい部活

動がない 

 

教職員の負担軽減 

・平日や休日の長時間勤

務 

・未経験で指導しなけれ

ばならない負担 

 

～ 生徒がスポーツ及び文化・芸術活動に継続かつ専門的に親しむことができる環境を確保 ～ 

学校と連携し地域全体で部活動を支援し、生徒を育んでいく 

 

地域移行後の受け皿 

となる団体の不在 

・都市部のような民間ス

ポーツクラブが充実し

ていない 
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【バレーボール女子合同練習】 【野球部（ナイター練習）】

【卓球部合同練習】 【吹奏楽コンクール（合同部活動参加】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●ステークホルダー

試行実施種目保護者会

●経過

学校連携型合同部活動を地域移行に

進める過程で、保護者会の一元化に取り

組む。

●実施にあたって生じた課題

保護者会費の会計の在り方、残額等が

学校により相違があり、簡単に一元化が

できない。

●実施内容、工夫した点 等

・保護者、顧問に聞き取り調査

・顧問会議、保護者会で協議

・保護者会費の決定

●ステークホルダー

スクールバス（平日の移動手段）

●経過

合同部活動実施にあってはスクールバス（ス

クールタクシー）で１か所に集まっている

●実施にあたって生じた課題

地域移行後は学校管理下でないのでスクー

ルバス利用規定に相当しない可能性がある。

新たにバス契約となれば多額の経費負担と

なる。

●実施内容、工夫した点 等

・令和７年度以降の検討課題とする。

●ステークホルダー

運営主体（外郭団体）

●経過

スポーツ協会に地域移行の運営主体を担っ

てもらうよう調整を図る。

●実施にあたって生じた課題

文化系の部活動の扱いについてスポーツ協

会が担うことへの疑義が生じた。

●実施内容、工夫した点 等

・山鹿市スポーツ協会を法人化し、運営事務

を担う団体を目指す。

令和６年

検討会議設置
基本方針策定
広報活動

試行実施
（モデル事業）
合同部活動拡充

令和７年 令和８年 令和９年

合同部活動推進
学校間調整

推進会議設置
推進計画策定
運営団体の決定

完全移行

（休日部活動）

運営事務局開所
試行実施拡充
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

令和９年度以降令和７～８年度令和６年度

・一部合同部活動
・長期休業中合同部活動
・アンケート実施
・部活動地域移行基本
方針の策定
・部活動地域移行推進
計画の着手

・地域移行モデル試行
・一部合同部活動
・長期休業中合同部活動
※条件が整った種目から
地域移行へ

・部活動地域移行推進計
画の策定
・運営主体の検討・設立

・休日部活動をすべて
地域移行
・平日部活動について
も地域移行を進める



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

熊本県 上天草市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

熊本県上天草市

0969-28-3380

社会教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

本市中学校の生徒数は、平成24年度の生

徒数888人に対し令和6年度は519人と369

人減少（減少率41.6％）となっており、少子

化の影響により著しく減少傾向にあり、部活動へ

の加入率は61.1％となっている状況である。

また、小規模校においては、種目数や部員の

確保が困難な状況が発生しており、生徒の選択

肢が少なく、大会出場はもとより普段の練習に

支障が生じているところで、他校と合同で部活動

を維持している状況が続いている。

なお、本市における休日の部活動地域移行へ

の課題として、①学校区を超えた部活動に関す

る課題、②受け皿となる組織の課題、③指導

者に関する課題、④費用負担の課題、⑤大会

等の運営に関する課題の5点が挙げられる。

面積 126.9 k㎡

人口 23,728 人

公立中学校数 4 校

公立中学校生徒数 519 人

部活動数 24 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

1028
970

919 883 888
838 782

733
678 656

593 592 575 593 569 563 519 499 501498 509 486

0
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

上天草市中学校生徒の推移

中学校計 大矢野 松島 姫戸 龍ヶ岳
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・社会教育課（地域移行主管課）

・学務課（部活動主管課）

【組織ごとの役割】
〇上天草市教育委員会：休日の部活動地域移行業務を総括的に管理
〇部活動指導員：教育委員会から委嘱された会計年度任用職員
〇スポーツ協会：各種目団と連携及び指導者の確保と育成
〇総合型地域スポーツクラブ：地域クラブ活動の受皿となり、多様なスポーツ活

動の場を提供
〇スポーツ推進委員：地域クラブ活動の支援及び調整

令和６年 ６月 アンケート調査実施

令和６年１１月 第１回地域移行検討協議会
推進計画策定
第１回実施計画策定作業部会

令和６年１２月 第２回実施計画策定作業部会

令和７年 １月
部活動指導員意見交換会
市内中学校新入生保護者説明

令和７年 ２月 総括コーディネーター配置

令和７年 ３月 第２回地域移行検討協議会

上天草市教育委員会（社会教育課・学務課）
総括コーディネーター

・大矢野中
・松島中
・姫戸中
・龍ヶ岳中

部活動指導員

スポーツ協会

総合型地域スポーツクラブ
・上天草ドリームズ
・アロマクラブ

スポーツ推進委員
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取組内容

2.実証内容と成果①

本市は休日の部活動地域移行に係るコーディネーターの配置ができて

いない状況であり、中学校、市スポーツ協会及び総合型地域スポーツク

ラブ等の関係機関との連絡調整は、教育委員会が中心に行っている。

今後、コーディネーターを配置することで、本業務に専従し、関係機関

等との連絡調整を図りつつ、生徒のニーズに応じた地域スポーツ・文化活

動等を担う運営団体の確保及び実施主体の整備を行う。

地域の実情に応じたスポーツ・文化活動等の環境を整備・充実させるた

め、地域団体等と連携を図るため、総括コーディネーターを配置し、生徒

のニーズに応じた地域スポーツ・文化活動等を担う運営団体の確保及び

実施主体の整備を行う。

関係機関にも協力いただき、２月１７日付けで本市に総括コーディネー

ターを配置できた。

現在、地域クラブへの移行に向けた説明会等を行っており、現在、剣道

部を地域クラブへ先行的に移行するよう準備を行っているところである。

※地域クラブへの移行

現状 0クラブ → 移行予定 1クラブ

令和６年度中の移行に向け準備中

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

２月１７日付けで配置したため具体的な実績は今のところないが、令和

７年度に向けて、関係機関との調整を行い、本市における先行的な地

域クラブへの移行に向けた調整を重点的に行うこととする。

総括コーディネーターを配置することで、本業務に専従し、関係機関等と

の連絡調整を図りつつ、生徒のニーズに応じた地域スポーツ・文化活動

等を担う運営団体の確保及び実施主体の整備を行う。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果②

●成果の評価●総括

地域移行の推進については、地域クラブへの移行が完了した時点で業務終了では

なく、移行完了からが本当のスタートとなることから、継続した伴走支援の体制づくりに

も並行して行うこととしたい。

また、令和７年度には指導者の確保と質の向上を目的とした指導者講習会を計

画しており、指導者バンクの整備と地域クラブと指導者のマッチングができる環境整備

にも取り組んでいきたいと考えている。

●今後に向けて

令和６年度においては、推進計画の策定及び総

括コーディネーターの配置等、一定の進捗はあったも

のの地域クラブへの移行数については、現状、０クラ

ブであるが、年度内に１クラブの移行に向けた事務を

進めている。

令和７年度が改革推進期間の最終年度にあるこ

とから、関係機関との連携をさらに深め、地域クラブへ

の移行に向けた取組を総括コーディーネーターと協力

して推進していくこととしたい。

なお、本市は今回の実証事業の追加要望を行った

ものの、委託契約期間が令和７年１月２１日から

２月１４日までの２５日間と想定外の短期間で

あったため、委託契約期間における対象経費の支出

はなく、０円での決算であった。

令和７年度については、本事業を有効的に活用し、

中学部活動の地域移行を推進していくこととしたい。

総括コーディネーターの設置及び推進計画の策定は計画どおり達成できたため、一

定の成果はあったものと考えている。今後、中学部活動の地域移行業務をより実効

性のあるものとし、改革推進期間の最終年度である令和７年度においては、１つでも

多くの地域クラブへの移行が完了できるよう、関係機関との連携を密にし、教育委員

会だけではなく地域で本事業を推進していくことしたい。
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2.実証内容と成果③

【生徒・保護者への地域移行周知チラシ】

参考資料

令和７年１月に市内４中学校の新１年生の保護者、中学新２年～

３年生、教職員に対し中学部活動の地域移行に係るチラシを配布。

保護者に対しては、チラシを基に本市の取組について説明を行った。

アンケート調査については、令和６年６月に中学生１年生の生徒及び保

護者、小学５～６年生保護者及び教職員に対しアンケート調査を実施。

回答率は全体で52.4％であった。

参考：対象者732人、回答者384人

出典:上天草市教育委員会 出典:上天草市教育委員会

【アンケート結果】

アンケート結果・広報資料
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

令和６年度

令和６年１１月 第１回検討協議会、教育委員会上程（推進計画）、第１回作業部会、推進計画周知開始

１２月 第２回作業部会

令和７年 １月 第３回作業部会、第２回検討協議会、コーディネーター配置

２月 教育委員会上程（実施計画）、先行移行団体活動開始、先行移行団体等周知

令和７年度

令和７年 ４月 地域クラブの活動開始

５月 スポーツ協会加盟団体への説明、業務委託に向けた協議及び業務委託仕様書作成（10月まで）

７月 第１回検討協議会、指導者講習会開催（年２回）、指導者バンク整備実施計画見直しの検討

１０月 第２回検討協議会

令和８年 ２月 第３回検討協議会

令和８年度

令和８年 ４月 業務委託開始（スポーツ協会、総合型地域スポーツクラブ）、地域クラブ活動支援開始

６月 部活動地域移行推進会議設置

７月 指導者講習会開催（年２回）、指導者バンク整備

９月 業務委託履行状況確認

１２月 部活動地域移行推進会議
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